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要旨：本研究は，直交壁を有する壁柱とフラットプレートからなる架構における地震時を想定した水平荷重

を受けた場合の壁柱とフラットプレートの応力伝達機構を明らかにすることを目的とする。本報では Hawkins

らによる Stub Beam Model1)を基本としたマクロモデルを提案し，既往の壁柱・フラットプレート部分架構試

験体の水平加力実験における水平荷重と層間変形角の関係に対してモデルの妥当性を検証した。 
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1. はじめに 

 フラットプレート構造は，梁型が無いことにより室内

空間の利用に対する自由度が高いという長所を有して

いる一方で，柱周りのせん断破壊（パンチング破壊）に

よる脆性的な壊れ方をする場合があることや水平剛性

が低いことから，日本では建物外周に地震力の大部分を

負担する耐震壁を配置することが可能な低層の倉庫や

駐車場等に用いられてきた。 

しかし近年，ストック型社会への変革に対応可能な室

内空間の可変性に対するニーズが高まっていることや

免震・制震技術の進歩により，住宅を中心にフラットプ

レート架構を採用する建物が増加している。図－１にフ

ラットプレート架構を用いた板状集合住宅を示す。本架

構では水平力に対して，梁間方向は一般の板状集合住宅

と同様に耐力壁で抵抗する一方，桁行方向は壁柱とフラ

ットプレートからなる架構で抵抗する。本架構を設計す

る際には，壁柱とフラットプレートからなる架構の剛性

および耐力を評価する必要がある。 

水平力に対するフラットプレート架構の剛性および

耐力を定量的に評価する方法は少なく，非線形性を考慮

したモデルは Durrani らによる Equivalent Beam Width 

Model2），3)とHawkinsらによる Stub Beam Model1)である。

Equivalent Beam Width Model は，スラブの有効幅を梁幅，

スラブ厚さを梁せい，有効幅内の鉄筋を梁の主筋とした

梁として取り扱うモデルであり，スラブの有効幅は内柱

タイプ 40 体，外柱タイプ 41 体の実験結果を基に求めた

実験式より算定される。このモデルの基本となる試験体

の柱は正方形断面であり，長方形断面である壁柱から構

成されるフラットプレート架構への汎用性に乏しい 4)。

Stub Beam Model は，スラブを曲げ要素とねじり要素に

分割して各要素の変形の適合性からフラットプレート

架構の水平剛性および耐力を表すことが可能である。 

本報では，Stub Beam Model を参考にマクロモデルを

提案し，既往の壁柱・フラットプレート部分架構実験結

果 5)，6)と比較検討し，マクロモデルの妥当性を検証する

ことを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 既往実験の概要 

マクロモデルと比較検討を行う壁柱・フラットプレー

ト部分架構実験の概要を以下に示す。 

2.1 試験体 

表－１に対象とする試験体の一覧，図－２に試験体想

定位置図を示す。試験体は 4 体で，パラメーターは対象

とする架構の柱位置である。図－３に試験体の配筋図，

表－２に材料試験結果を示す。試験体は約 1/3 の縮尺モ

デルとし，柱はスラブから上下それぞれ階高の 1/2 の位

置において，スラブは桁行および梁間方向ともにスパン

中央位置において切り取った形状とした。壁柱の断面は

200mm×500mm，スラブ厚さ 85mm，桁行方向と直交す

る耐震壁の厚さは CW1，SW1 では 60mm，CW2，SW2
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図－１ 壁柱･フラットプレート架構 
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では 85mm とした。スラブの上端筋と下端筋で同じとし，

主筋方向では柱間帯の鉄筋量は柱列帯の 1/2，配力筋方

向では主筋方向の柱間帯の鉄筋量と同じとした。 

2.2 加力方法 

図－４に試験体 CW1 の加力装置図を示す。加力方向

と直交するスラブ端部をローラー支持，柱脚部をピン支

持となるようにし，柱頭部に油圧ジャッキにより水平力

を与えた。また，スラブ自重の影響を打ち消すためにス

ラブ支持部のロードセル付きターンバックルによりス

ラブに元応力を与えた。載荷は変位制御により，層間変

形角 1.0，2.5，5.0，7.5，10，20，30，40，50×10-3rad に

おいて正負繰返し載荷を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 実験結果 

図－５に各試験体の柱せん断力と層間変形角の関係

を示す。各試験体ともほぼ同様な破壊経過となった。以

下にその概要を示す。層間変形角 1.0×10－3rad の載荷サ

イクル時において柱とスラブの隅角部においてひび割

れが発生し，柱せん断力と層間変形角の関係に線形性は

見られない。層間変形角 7.5×10－3rad の載荷サイクル時

において柱を貫通するスラブ主筋が降伏ひずみに達す

るが，その後も荷重は緩やかに増加しつづける。層間変

形角 20.0×10－3rad 時に荷重の上昇は認められなくなる

が，層間変形角 50.0×10－3rad の実験終了時までほとんど

耐力の低下はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験体SW1試験体CW1

表－２ 材料試験結果 

試験体 圧縮強度 弾性係数

N/mm2 ×104N/mm2

CW1,SW1 34.1 2.82
CW2,SW2 36.4 2.95

＜コンクリート＞ 

※ 
・試験結果は実験 
時の値を示す。 

・弾性件数は1/3 
 割線弾性係数 

＜鉄筋＞ 

●試験体 CW1,SW1 

鉄筋 使用 降伏強度 引張強さ 弾性係数 のび
種類 箇所 N/mm2 N/mm2 ×105N/mm2 %
D6 壁･ｽﾗﾌﾞ 348 547 1.98 37.0
D13 柱主筋 317 465 1.78 34.1
D16 柱主筋 363 544 1.83 33.6

●試験体 CW2,SW2 

鉄筋 使用 降伏強度 引張強さ 弾性係数 のび

種類 箇所 N/mm
2

N/mm
2

×10
5
N/mm

2 %
D6 壁･ｽﾗﾌﾞ 404 568 2.00 22.3
D13 柱主筋 351 502 1.86 20.9
D16 柱主筋 334 490 1.84 20.6

図－５ 柱せん断力と層間変形角の関係 
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図－３ 試験体配筋図 
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図－４ 加力装置図 
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表－１  
試験体一覧表 
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図－２ 試験体想定位置図 
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3. マクロモデルによる解析 

3.1 基本概念と構成 

 図－６にフラットプレート架構におけるスラブと柱

の力の伝達機構，図－７に Hawkins らによる Stub Beam 

Model，図－８に提案するマクロモデルの構成を示す。  

図－６に示すように，フラットプレート架構に水平力

が加わる場合，柱からの断面力は（a）柱前後面でのスラ

ブの曲げと（b）柱側面のスラブのねじりによって，柱

からスラブへ伝達される。Hawkins らはこれらの力の伝

達機構を表現可能な Stub Beam Model を提案した 1)。Stub 

Beam Model は，図－７に示すように柱近傍のスラブを曲

げ要素（図－７中 F1，F2）とねじり要素（図－７中 T1，

T2）に分割して，各要素の断面力と変形の関係と各要素

の変形の適合性によってフラットプレート架構の水平

剛性と耐力の関係を表すものである。筆者らは，このStub 

Beam Model の基本的な考え方を踏襲しながら（a）Stub 

Beam Model での水平剛性と耐力の関係は柱からスラブ

に伝達される曲げモーメントと柱とスラブ近傍の接合

部の回転角関係に限られていることと（b）ねじり要素

の幅が一定であることに対して，改良を加えたマクロモ

デルを提案する。提案するマクロモデルは，図－８に示

すように曲げ要素とねじり要素と先端要素に分割して，

部分架構全体の力の釣合いと接合部近傍の変形の適合

性からフラットプレート架構の水平剛性と耐力の関係

を表すものである。本マクロモデルではねじり要素の有

効幅は変形に応じて変動するものとしており，変形の進

展につれてスラブのひび割れや主筋の鉄筋応力の広が

りを表すものとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，直交壁はその影響を曲げ有効幅に反映させるも

のとし，具体的にモデルには表さない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 マクロモデルによる解析 

図－９にフラットプレート部分架構における解析の

フローを示す。以下に解析の概要を示す。 
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図－６ フラットプレート架構の応力伝達機構 
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図－８ マクロモデル（内柱タイプ） 
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図－９ 解析フロー 
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（1）曲げ要素の断面解析 

曲げ要素は，梁幅を柱幅 C2＋Σ曲げ有効幅 hb，梁せ

いをスラブ厚，梁幅内のスラブ主筋を主筋，材軸方向長

さをスラブ厚，柱とスラブの接合面位置を梁端とする梁

とする。断面解析はファイバー法により，軸方向の力お

よびモーメントの釣合いにより中立軸位置，曲率，鉄筋

応力，ひずみを算出する。ファイバー法におけるコンク

リートの応力とひずみの関係式は NewRC 式 7)を用い，

主筋の応力とひずみの関係式は島らによる式 8)を用いる。 

（2）ねじり有効長さの仮定 

図－１０に曲げ要素およびねじり要素にかけての単

位長さあたりの曲げモーメント分布を示す。単位長さあ

たりの曲げモーメントは曲げ要素幅では一定とし，ねじ

り有効幅の先端では０となるように線形的に分布する

ものとする。ねじり有効長さ ht を仮定することにより，

ねじり要素に加わるねじりモーメントを算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）各断面力の算出 

図－１１に曲げ要素，ねじり要素および先端要素にお

ける各断面力の釣合いを示す。以下に各部分での断面力

の釣合い式を示す。 

・曲げ要素の柱中心位置での曲げモーメント 

  2・Qc・Lc＝Qb×（C1＋2・ts） 

＋2・Mcb＋2・Mct       (1) 

・先端要素のスラブ支持位置での曲げモーメント 

  Qs・（Ls－0.5・C1－ts）＝Mcb＋2・mt     (2) 

・先端要素でのせん断力 

  Qs＝Qb                                  (3) 

・部分架構全体での曲げモーメント 

  2・Qc・Lc＝2・Qs・Ls            (4) 

・ねじり要素での曲げモーメント 

  Mct＝mt                                 (5) 

 ここで， 

  Qc：柱せん断力 Qb：柱前面（後面）せん断力 

  Qs：スラブ支持反力  

mt：ねじりモーメント（単位長さあたりの曲げモ 

ーメントをねじり有効長さ ht にて積分した 

値とする。） 

  Mcb：柱前面（後面）曲げモーメント 

  Lc：スラブ中心位置から柱支持位置までの長さ 

  Ls：柱中心位置からスラブ支持位置までの長さ 

  Mct：柱側面ねじりモーメント 

（4）曲げ要素の変形量δb の算定 

曲げ要素の変形δb は，式(6)に示すように３つの変形

成分の和からなるものとする。 

  δb＝δbb＋δbs＋δbslip          (6) 

ここで 

 δbb：曲げ変形 δbs：せん断変形 

 δbslip：曲げ要素端部からのスラブ主筋の抜け出し 

による変形（図－１２を参照） 

曲げ変形δbb は，（1）曲げ要素の解析で算出した曲率

を材軸長であるスラブ厚に対して積分した値とする。 

せん断変形δbs は，柱前面（後面）せん断力と曲げ要

素のせん断弾性剛性より算出する。 

柱からスラブ主筋の抜け出しによる変形δbslip は，式

(7)による。変形量の算出にあたっては，（1）曲げ要素の

解析で算出した中立軸位置高さ，鉄筋のひずみおよび島

らによる鉄筋の付着応力-すべり-ひずみ関係 8)，9)より算

出したすべり量 S から算出する。 

δbslip＝S・ts / (d－Xn)             (7) 

ここで 

 S：曲げ要素端部からの主筋の抜け出し量 

 d：スラブの引張側主筋の有効せい 

 Xn：中立軸位置高さ 

ねじり 
有効長さ ht 

柱幅 C2+ 
2×曲げ有効幅 hb 

ねじり 
有効長さ ht 

曲げモーメント 

曲げモーメント想定位置 
▼ 

図－１０ 曲げモーメント分布（内柱タイプ） 
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（5）ねじり要素の変形量δt の算定 

図－１３にねじり要素におけるねじりモーメントと

曲率の関係を示す。ねじりモーメントと曲率の関係はバ

イリニアー型とし，それぞれの値は式(8)～(15)によって 

算出する。1) 

＜ねじりひび割れ時（φcr，Tcr）＞ 

ねじりひび割れモーメント Tcr は式(8)により算出する。 

 Tcr＝0.39・(ts2＋6452)・C1・fc1/3        (8) 

ここで 

 Tcr：ねじりひび割れモーメント（Nmm） 

 ts：スラブ厚さ（mm） C1：柱せい（mm） 

 fc：コンクリート強度（N/mm2） 

ねじりひび割れ時の曲率φcr は式(9)により算出する。 

 φcr＝Tcr / (Gc・Jc)             (9) 

ここで 

Gc：コンクリートのせん断弾性剛性（N/mm2） 

Jc：ねじり剛性（mm4）＜式(10)による＞ 

  Jc＝1 / 3・（1－0.63・ts / C1）・ts3・C1      (10) 

＜ねじり降伏時（φy，Ty）＞ 

ねじり降伏モーメント Ty は式(11)により算出する。 

 Ty＝0.21・fc1/2・(C1＋2･ts)・ts2 

＋1.5・(C1＋2･ts)・(d－d’)・ash・fy / p    (11) 

ここで 

 Ty：ねじり降伏モーメント（Nmm） 

d’：スラブ圧縮縁からスラブ圧縮側主筋の重心位置 

までの距離（mm）  

ash：スラブ主筋の断面積（mm2/本） 

 fy：スラブ主筋の降伏強度（N/mm2） 

  p：スラブ主筋のピッチ（mm） 

ねじり降伏時の曲率φy は式(12)により算出する。 

 φy＝Ty / (GJ)cr               (12) 

ここで 

(GJ)cr：ねじり降伏時の割線ねじり剛性（Nmm2） 

＜式(13)による。＞ 

  (GJ)cr＝Es・(C1＋2・ts)3・to3 / (C1＋2・ts＋to) 2 

・ρh・ρl / (ρh＋ρl)          (13) 

ここで 

   Es：鉄筋のヤング係数（N/mm2）  

to：ねじり有効せい（図－１４を参照） 

ρh：式(14)による。 

ρh＝2・ash・(C1＋2・ts＋to) / (C1＋2・ts)  

/ to / p                      (14) 

ρl：式(15)による。 

ρl＝Al / (C1＋2・ts) / to                (15) 

Al：ねじり有効幅（＝C1＋2・ts）内の全配力筋 

断面積（mm2）（図－１４を参照） 

 ここで示したねじりモーメントMct より求められるね

じり曲率を積分して算出したねじり回転角θt より，ね

じり変形量δt は式(16)より算出される。 

   δt＝θt・（0.5・C1＋ts）                   (16) 

 （4），（5）で示したように，図－１５における変形適

合位置で，曲げ要素変形量δb とねじり要素変形量δt

の値が一致するようにねじり有効長さ ht を算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１２ スラブ主筋の抜け出しによる変形 
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図－１３ ねじりモーメントと曲率の関係 

図－１４ ねじり要素に関する諸定数 

図－１５ 曲げ要素とねじり要素の変形の適合 
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（6）層間変形角の算出 

層間変形角 R は，式(17)により算出する。 

 R＝δs / Ls＋δc / Lc               (17) 

 ここで 

  δs：スラブ先端の変形＜式(18)による。＞ 

  δs＝δb＋θb・(Ls－0.5・C1－ts)＋δtop    (18) 

  θb：曲げ要素先端の回転角 

  δtop：先端要素の変形量 

  Ls：柱中心からスラブ支持位置までの距離 

  δc：柱の変形量 

  Lc：スラブ中心から柱支持位置までの距離 

 先端要素の変形量δtop は弾性曲げ変形量とし，柱の

変形は弾性曲げ変形量と弾性せん断変形量の和とする。 
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3.3 実験値とマクロモデルによる解析結果の比較 

図－１６に各試験体の柱せん断力と層間変形角関係

における実験値とマクロモデルによる計算値の比較を

示す。計算値は，外柱タイプの試験体 CW2 と隅柱タイ

プの試験体 SW2 の層間変形角 5～15×10-3rad において，

多少過大評価となるが，実験値と良く一致する。 
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実験に関して，Hawkins らによる Stub Beam Model を基

本としたマクロモデルを提案した。マクロモデルによる
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図－１６ 実験値とマクロモデルによる計算値の比較 
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